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Ⅰ 財務書類４表について 
 

 

 １ 貸借対照表について 

   行政サービス提供のための資産をどのくらい有しており、それに対する地方債等の

将来世代の負担となる債務がどのくらいあるかなど、資産や債務についての情報を示

すものです。 

 

２ 行政コスト計算書について 

   １年間に行政サービス提供のために要した経費と、その財源となる使用料及び手数

料等の収入を示すものです。 

 

３ 純資産変動計算書について 

   純資産（資産から負債を差し引いた額）が１年間でどのように増減したかを示すも

のです。 

 

４ 資金収支計算書について 

   １年間の行政サービス提供にかかる現金の流れについて、業務活動収支、投資活動

収支及び財務活動収支の３つの区分で示すものです。 

 

 ５ 財務書類４表の関係について 

財務書類４表の関係は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【貸借対照表】 

資産 負債 

純資産  

うち 

現金預金 

臨時利益 

臨時損失 

経常収益 

経常費用 

【行政コスト計算書】 

純行政コスト 

前年度末残高 

財務活動収支 

投資活動収支 

業務活動収支 

【資金収支計算書】 

本年度末残高 

固定資産等の変動等 

財源 

純行政コスト 

前年度末残高 

【純資産変動計算書】 

本年度末残高 
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 ６ 対象とする会計および団体について 

   財務書類は、一般会計からなる「一般会計等財務書類」、特別会計及び公営企業会計

を含めた「全体財務書類」、さらに出資団体等を含めた「連結財務書類」の３種類があ

ります。 

連 結 財 務 書 類 

全 体 財 務 書 類  

一般会計等財務書類  
・一般会計 特別会計 

・国民健康保険特別会計 

・介護保険特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

公営企業会計 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

・清須市社会福祉協議会 

・西春日井広域事務組合 

・五条広域事務組合 

・愛知県後期高齢者医療広域

連合 

・尾張土地開発公社 

 

  ※連結財務書類については、令和８年３月下旬頃の公表予定です。 



 

（ - 3 - ） 
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Ⅱ 一般会計等財務書類４表 
 

 １ 一般会計等貸借対照表 

 

（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 83,081,098 固定負債 21,601,708

有形固定資産 76,910,367 地方債 17,428,592

事業用資産 47,184,546 地方債（臨時財政対策債除く） 10,438,484

土地 21,925,904 臨時財政対策債 6,990,108

立木竹 - 長期未払金 -

建物 51,291,043 退職手当引当金 4,173,116

建物減価償却累計額 △ 27,836,440 損失補償等引当金 -

工作物 3,356,685 その他 -

工作物減価償却累計額 △ 2,523,736 流動負債 2,701,895

船舶 - 1年内償還予定地方債 2,055,936

船舶減価償却累計額 - 地方債（臨時財政対策債除く） 1,194,327

浮標等 - 臨時財政対策債 861,609

浮標等減価償却累計額 - 未払金 5,725

航空機 - 未払費用 -

航空機減価償却累計額 - 前受金 -

その他 - 前受収益 -

その他減価償却累計額 - 賞与等引当金 394,303

建設仮勘定 971,090 預り金 245,931

インフラ資産 29,260,912 その他 -

土地 10,409,539 24,303,603

建物 6,066,779 【純資産の部】

建物減価償却累計額 △ 3,314,197 固定資産等形成分 86,307,303

工作物 31,633,108 余剰分（不足分） △ 22,655,054

工作物減価償却累計額 △ 20,260,390

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 4,726,072

所有外管理資産 -

所有外管理資産減価償却累計額 -

物品 1,359,991

物品減価償却累計額 △ 895,082

無形固定資産 6,191

ソフトウェア 6,191

その他 -

投資その他の資産 6,164,541

投資及び出資金 2,274,761

有価証券 100

出資金 2,274,661

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 200,070

長期貸付金 -

基金 3,708,726

減債基金 -

その他 3,708,726

その他 -

徴収不能引当金 △ 19,015

流動資産 4,874,754

現金預金 1,507,060

未収金 153,016

短期貸付金 -

基金 3,226,204

財政調整基金 2,419,974

減債基金 806,230

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 11,526 63,652,249

87,955,852 87,955,852

（令和７年　３月３１日現在）

科目 科目

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計
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貸借対照表は、地方公共団体が所有する資産、負債及び両者の差額である純資産につい

て、その内訳を示す財務書類です。 

右側（貸方）が財源調達の状況、左側（借方）が調達した財源の運用状況を示していま

す。 

 

○  固定資産 

市が公共サービスを提供するために保有している資産です。主に、事業用資産とイン

フラ資産で構成されています。 

事業用資産は、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産で、市庁舎や学校の校舎な

どが該当します。令和６年度末時点で、４７１．８億円の事業用資産を保有しています。 

インフラ資産は、移動させることができない、処分に制約のあるものなどで、道路や

橋梁などが該当します。令和６年度末時点で、２９２．６億円のインフラ資産を保有し

ています。 

固定資産の残高は、令和６年度末時点で、８３０．８億円となっており、前年度末と

比較して１８．３億円増加しています。 

 

○  流動資産 

現金預金と、すぐに現金に換えることができる資産である未収金、基金等の流動資産

の残高は、令和６年度末時点で、４８．７億円となっており、前年度末と比較して    

０．１億円減少しています。 

 

○  固定負債 

主なものは地方債で、地方債の残高は、令和６年度末時点で、１７４．３億円となっ

ています。 

なお、翌年度に返済予定の地方債については、流動負債として計上しています。 

退職手当引当金とは、年度末に市の職員全員が退職したと仮定した場合に必要となる

退職金の額で、令和６年度末時点で、４１．７億円となっています。 

固定負債の残高は、令和６年度末時点で、２１６．０億円となっており、前年度末と

比較して、８．６億円増加しています。 

 

○  流動負債 

主なものは１年内償還予定地方債で、令和６年度末時点で、２０．６億円となってい

ます。 

流動負債の残高は、令和６年度末時点で、２７．０億円となっており、前年度末と比

較して、０．９億円減少しています。 

 

○ 純資産 

資産と負債の差額である純資産は、令和６年度末時点で、６３６．５億円となってお

り、前年度末と比較して、１０．６億円増加しています。 

 

○ 資産合計、負債及び純資産合計 

左側（借方）の合計である資産合計、右側（貸方）の合計である負債及び純資産合計

は、令和６年度末時点で、８７９．６億円となっており、前年度末と比較して、     

１８．３億円増加しています。 
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 ２ 一般会計等行政コスト計算書 

 

 

（単位：千円）

金額

経常費用 26,921,116

業務費用 13,631,549

人件費 5,115,866

職員給与費 3,296,602

賞与等引当金繰入額 394,303

退職手当引当金繰入額 268,450

その他 1,156,512

物件費等 8,240,302

物件費 5,789,957

維持補修費 105,310

減価償却費 2,345,034

その他 -

その他の業務費用 275,381

支払利息 53,224

徴収不能引当金繰入額 21,323

その他 200,834

移転費用 13,289,567

補助金等 3,775,213

社会保障給付 7,098,447

他会計への繰出金 2,380,964

その他 34,943

経常収益 1,068,589

使用料及び手数料 302,189

その他 766,399

純経常行政コスト 25,852,527

臨時損失 76,313

災害復旧事業費 -

資産除売却損 76,313

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 97,397

資産売却益 97,397

その他 -

純行政コスト 25,831,444

自　令和　６年　４月　１日
至　令和　７年　３月３１日

科目
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行政コスト計算書は、行政サービス提供のために生じたコストを示す計算書です。 

発生した経常費用から、主にその行政活動に対する受益者負担である使用料及び手数料

等の経常収益を差し引き、さらに臨時損益を加味して、純行政コストが算出されます。 

 

○ 人件費 

職員給与費は、市職員の給与や議員に支払う報酬などで、令和６年度は、３３．０億

円となっています。 

退職手当引当金繰入額は、将来支払わなければならない退職金（貸借対照表の退職手

当引当金）の増加分で、令和６年度は、２．７億円となっています。（なお、清須市は退

職手当組合に加入しているため、組合への拠出額は人件費としては計上せず、移転費用

の補助金等に含まれることとなります。） 

令和６年度の人件費は、５１．２億円となっており、前年度と比較して６．８億円増

加しています。 

 

○ 物件費等 

物件費は、需用費及び委託料などで、令和６年度は、５７．９億円となっています。 

減価償却費は、建物などの固定資産を利用したことにより１年間で減少した資産の目

減り分で、令和６年度は、２３．５億円となっています。 

令和６年度の物件費等は、８２．４億円となっており、前年度と比較して４．１億円

増加しています。 

 

○ 移転費用 

主なものは補助金等や生活保護等の社会保障給付などで、令和６年度の移転費用は、

１３２．９億円となっており、前年度と比較して５．７億円増加しています。 

 

○ 経常収益 

主なものは通常の行政サービスに対して市が受益者から受け取る使用料及び手数料で、

令和６年度は、３．０億円でした。 

令和６年度の経常収益は、１０．７億円となっており、前年度と比較して１．８億円

増加しています。 

 

○ 純経常行政コスト 

地方公共団体は民間企業と違い、サービスを提供しても直接対価を受け取ることが少

ないため、費用が収益を大きく上回るのが一般的な状態です。 

令和６年度の経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、２５８．５億

円となっており、前年度と比較して１５．４億円増加しています。 

 

○ 純行政コスト 

  令和６年度の純経常行政コストに臨時損益を加味した純行政コストは、２５８．３億

円で、前年度と比較して２１．９億円増加しました。 
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 ３ 一般会計等純資産変動計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 62,596,645 84,481,212 △ 21,884,567

純行政コスト（△） △ 25,831,444 △ 25,831,444

財源 26,918,909 26,918,909

税収等 19,854,760 19,854,760

国県等補助金 7,064,148 7,064,148

本年度差額 1,087,465 1,087,465

固定資産等の変動（内部変動） 1,857,951 △ 1,857,951

有形固定資産等の増加 3,398,081 △ 3,398,081

有形固定資産等の減少 △ 2,437,446 2,437,446

貸付金・基金等の増加 2,199,264 △ 2,199,264

貸付金・基金等の減少 △ 1,301,947 1,301,947

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 31,860 △ 31,860

その他 - - -

本年度純資産変動額 1,055,604 1,826,091 △ 770,486

本年度末純資産残高 63,652,249 86,307,303 △ 22,655,054

自　　令和　６年　４月　１日

至　　令和　７年　３月３１日

科目 合計
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純資産変動計算書は、資産と負債の差額である純資産が、どういった要因で変動したの

かを要因別に示す財務書類です。 

 

○ 純行政コスト 

純行政コストには、行政コスト計算書で計算された純行政コストが計上されており、

１年間の行政活動の結果発生した費用は、純資産を減らす大きな要因となっています。 

令和６年度の純行政コストは、２５８．３億円となっています。 

 

○ 財源 

純資産を増加させる要因として、財源の調達があります。財源の具体的な中身は、地

方税、地方交付税及び補助金などで、地方債を発行して得る資金については、将来の税

収で返済しなければならないため、純資産を増加させる要因である財源とはみなしませ

ん。 

税収等は、納税者から頂いた市税、地方譲与税、地方消費税交付金などで、令和６年

度は、１９８．５億円でした。 

国県等補助金は、地方交付税及び国や県等からの補助金で、令和６年度は、７０．６

億円でした。 

地方交付税とは、地方公共団体では実施する標準的な事務が決められていますが、そ

の財源全てが地方税で賄えるとは限らないため、標準的な仕事を行うために必要な金額

と地方税等の標準的な収入の差額が地方交付税として国から交付されるものです。 

令和６年度の財源は、２６９．２億円となっており、前年度と比較して６．４億円増

加しています。 

 

○ 固定資産等の変動 

行政コスト計算書で計上されなかった固定資産の増加・目減り分を計上しています。 

 

○ 無償所管換等 

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等を計上しています。 

なお、過年度の固定資産台帳に計上誤りがあったため、本年度において修正を行った

ものも、この項目に計上しています。 
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 ４ 一般会計等資金収支計算書 

 

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 24,504,455

業務費用支出 10,963,540

人件費支出 4,811,291

物件費等支出 5,895,268

支払利息支出 53,224

その他の支出 203,757

移転費用支出 13,540,915

補助金等支出 4,026,562

社会保障給付支出 7,098,447

他会計への繰出支出 2,380,964

その他の支出 34,943

業務収入 27,526,546

税収等収入 19,776,418

国県等補助金収入 6,680,065

使用料及び手数料収入 302,066

その他の収入 767,997

臨時支出 70,611

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 70,611

臨時収入 -

業務活動収支 2,951,480

【投資活動収支】

投資活動支出 5,487,030

公共施設等整備費支出 3,429,563

基金積立金支出 1,701,798

投資及び出資金支出 248,669

貸付金支出 107,000

その他の支出 -

投資活動収入 1,702,518

国県等補助金収入 384,083

基金取崩収入 1,047,018

貸付金元金回収収入 107,233

資産売却収入 101,024

その他の収入 63,160

投資活動収支 △ 3,784,512

【財務活動収支】

財務活動支出 2,061,444

地方債償還支出 2,061,444

その他の支出 -

財務活動収入 2,903,000

地方債発行収入 2,903,000

その他の収入 -

財務活動収支 841,556

8,524

1,254,140

1,262,665

前年度末歳計外現金残高 250,968

本年度歳計外現金増減額 △ 6,573

本年度末歳計外現金残高 244,395

本年度末現金預金残高 1,507,060

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

自　　令和　６年　４月　１日

至　　令和　７年　３月３１日

科目 金額
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資金収支計算書は、収入及び支出の状況を「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財
務活動収支」の３つの項目に分けて示した計算書です。それぞれの項目において、支出と
収入が記載されています。 
 
○ 業務活動収支 

人件費、物件費、他会計への繰出し、補助金等及び社会保障給付費などの支出と税収
等、使用料及び手数料、他会計からの繰入れ、国県等補助金などの収入を計上していま
す。こうした収入のうち、大きな割合を占めている税収等や国県等補助金は、直接純資
産を増やす要因として、純資産変動計算書の財源に計上されています。 
また、使用料及び手数料については、行政コスト計算書の経常収益に計上されていま

す。 
令和６年度の業務活動収支は、２９．５億円の黒字で、前年度と比較して黒字額が  

３．１億円減少しています。 
 
○ 投資活動収支 

貸借対照表における資産を形成するための収支です。 
支出には、建物や道路などのインフラ資産の構築や、基金の積み立てなどに係る費用

が計上されています。 
収入には、公共資産の取得に関する補助金収入や基金の取り崩しなどが計上されてい

ます。 
令和６年度の投資活動収支は、３７．８億円の赤字（不足）となっており、前年度と

比較して赤字（不足）額が７．７億円増加しています。 
 
○ 財務活動収支 

地方債の利息の支払いや元本の償還などの支出と、新たに起こした地方債によって流
入する資金の収支です。地方債の新規発行額と償還（返済）額の多寡によって収支が決
まるため、借金の返済が進むほど収支は赤字（不足）となります。 

令和６年度の財務活動収支は、地方債発行収入が地方債償還支出を上回り、８．４億
円の黒字となっており、前年度の４．７億円の赤字（不足）から黒字に転じています。 

 
○ 本年度資金収支額 

「業務活動収支＋投資活動収支＋財務活動収支」のことで、令和６年度は、０．１億
円の黒字となっており、前年度の２．２億円の赤字（不足）から黒字に転じています。 

 
○ 本年度末現金預金残高 

本年度資金収支額に、前年度末資金残高及び歳計外現金とその増減を合算した本年度
末現金預金残高は、１５．１億円となっており、前年度と比較して２００万円増加して

います。 

【参考】業務・投資活動収支 
業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金収支を除く。）の合計

は業務・投資活動収支と呼ばれるもので、公債の元利償還額を除いた支出と、公債発行
収入を除いた収入のバランスをみるものです。 
令和６年度の業務・投資活動収支は、１．３億円の赤字となりました。 

 ※ 令和７年３月のマニュアル改定により、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は業務・投資活動

収支に名称が変更されました。 



 

- 12 - 

 

５ 一般会計等財務書類における注記 

 １ 重要な会計方針  

⑴  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの 

該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの 

該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしております。 

なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に

該当するものとしております。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

  該当なし 
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⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物  ８年～５０年  

工作物 ３年～６０年  

物品  ３年～２０年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって

います。）  

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリー

ス取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取

引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

   該当なし 

② 徴収不能引当金  

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。  

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。  

③ 退職手当引当金  

退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から、既に職員に対し退職手当として支

給された額の総額を差し引いた金額を、期末自己都合要支給額から控除した額を計上して

います。 

なお、退職手当組合への加入時以降の負担金累計額から、既に支給された退職手当の総

額を差し引いた結果、差引後の金額が不足となるため、不足分を退職手当債務に加算して

計上しています。 

④ 損失補償等引当金  

該当なし 

⑤ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリー

ス料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（清須市予算決算会計規則おいて、歳計

現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資

産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるとき、又は固定資

産の取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理していま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等  

⑴ 会計方針の変更  

該当なし 

⑵ 表示方法の変更  

該当なし 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更  

該当なし 

 

３ 重要な後発事象  

⑴ 主要な業務の改廃  

該当なし 
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⑵ 組織・機構の大幅な変更  

該当なし 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正  

該当なし 

⑷ 重大な災害等の発生  

該当なし 

 

４ 偶発債務  

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当なし 

⑵ 係争中の訴訟等  

該当なし 

 

５ 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計 

② 地方自治法第 235 条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおり

です。  

実質赤字比率  －  

連結実質赤字比率  －  

実質公債費比率  2.3％  

将来負担比率  － 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   該当なし 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額   92,843 千円 

⑦ 過年度修正等に関する事項 

該当なし 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

財産収入として予算措置されている資産 
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イ 内訳 

事業用資産 33,454 千円（ 22,567 千円）  

土地 33,454 千円（ 22,567 千円） 

令和 7年 3月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によって

います。 

上記の（ △△△千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

② 減債基金に係る積立不足額  該当なし 

③ 基金借入金（繰替運用）  該当なし 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額  24,517,679 千円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のと

おりです。  

標準財政規模 17,805,824 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,155,814 千円 

将来負担額 39,841,134 千円 

充当可能基金額 6,465,517 千円 

特定財源見込額 9,339,473 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 24,517,679 千円 

⑥ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金         

額 

該当なし 

 

⑶ 行政コスト計算書に係る事項 

該当なし 

 

⑷ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。  

② 余剰分（不足分）  

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑸ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 △125,028 千円 

② 既存の決算情報との関連性 
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 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 33,386,205 千円 32,123,540 千円 

繰越金に伴う差額 △1,254,140 千円 － 

資金収支計算書 32,132,064 千円 32,123,540 千円 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支   2,951,480 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入  384,083 千円 

投資活動収入のその他の収入 63,160 千円 

未収債権額の増加（減少）   △8,949 千円 

預り金の増加（減少） 1,515 千円 

減価償却費   △2,345,034 千円 

賞与等引当金繰入額（増減額）  △36,125 千円 

退職手当引当金繰入額（増減額）   △17,101 千円 

徴収不能引当金繰入額（増減額）   2,742 千円 

資産除売却益（損）   91,694 千円 

純資産変動計算書の本年度差額   1,087,465 千円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額  1,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額  - 千円 

⑤ 重要な非資金取引  

該当なし 
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Ⅲ 全体財務書類４表 
 

 １ 全体貸借対照表 

 

（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 114,384,510 固定負債 51,381,821

有形固定資産 107,510,001 地方債等 31,273,189

事業用資産 47,184,546 地方債（臨時財政対策債除く） 25,283,081

土地 21,925,904 臨時財政対策債 6,990,108

立木竹 - 長期未払金 -

建物 51,291,043 退職手当引当金 4,378,300

建物減価償却累計額 △ 27,836,440 損失補償等引当金 -

工作物 3,356,685 その他 15,730,331

工作物減価償却累計額 △ 2,523,736 流動負債 4,337,536

船舶 - 1年内償還予定地方債等 2,721,756

船舶減価償却累計額 - 地方債（臨時財政対策債除く） 1,860,147

浮標等 - 臨時財政対策債 861,609

浮標等減価償却累計額 - 未払金 927,020

航空機 - 未払費用 -

航空機減価償却累計額 - 前受金 -

その他 - 前受収益 -

その他減価償却累計額 - 賞与等引当金 412,276

建設仮勘定 971,090 預り金 254,901

インフラ資産 56,589,401 その他 21,583

土地 11,739,627 55,719,356

建物 7,952,556 【純資産の部】

建物減価償却累計額 △ 3,741,807 固定資産等形成分 117,610,791

工作物 60,358,266 余剰分（不足分） △ 51,557,382

工作物減価償却累計額 △ 24,789,068

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 5,069,827

所有外管理資産 -

所有外管理資産減価償却累計額 -

物品 6,404,018

物品減価償却累計額 △ 2,667,963

無形固定資産 2,264,020

ソフトウェア 15,480

その他 2,248,540

投資その他の資産 4,610,489

投資及び出資金 20,725

有価証券 100

出資金 20,625

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 391,999

長期貸付金 -

基金 4,239,894

減債基金 -

その他 4,239,894

その他 772

徴収不能引当金 △ 42,900

流動資産 7,388,255

現金預金 3,706,270

未収金 393,111

短期貸付金 -

基金 3,226,281

財政調整基金 2,420,051

減債基金 806,230

棚卸資産 61

その他 91,458

徴収不能引当金 △ 28,927 66,053,409

121,772,765 121,772,765

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

（令和　７年　３月３１日現在）

科目 科目
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貸借対照表は、地方公共団体が所有する資産、負債及び両者の差額である純資産につい

て、その内訳を示す財務書類です。 

右側（貸方）が財源調達の状況、左側（借方）が調達した財源の運用状況を示していま

す。 

 

○ 固定資産 

固定資産の残高は、令和６年度末時点で、１，１４３．８億円となっており、前年度

末と比較して、１９．６億円増加しています。 

固定資産のうちインフラ資産には、下水道事業に係る資産が含まれ、令和６年度末時

点で、５６５．９億円となっており、前年度末と比較して、３．５億円増加しています。 

 

○ 流動資産 

流動資産の残高は、令和６年度末時点で、７３．９億円となっており、前年度末と比

較して、３．０億円増加しています。 

 

○ 固定負債 

固定負債の残高は、令和６年度末時点で、５１３．８億円となっており、前年度末と

比較して、１０．６億円増加しています。 

 

○ 流動負債 

流動負債の残高は、令和６年度末時点で、４３．４億円となっており、前年度末と比

較して、０．２億円減少しています。 

 

○ 純資産 

資産と負債の差額である純資産は、令和６年度末時点で、６６０．５億円となってお

り、前年度末と比較して、１２．３億円増加しています。 

 

○ 資産合計、負債及び純資産合計 

左側（借方）の合計である資産合計、右側（貸方）の合計である負債及び純資産合計

は、令和６年度末時点で、１，２１７．７億円となっており、前年度末と比較して、     

２２．６億円増加しています。 
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 ２ 全体行政コスト計算書 

 

（単位：千円）

金額

経常費用 38,071,036

業務費用 15,515,201

人件費 5,271,730

職員給与費 3,436,798

賞与等引当金繰入額 409,496

退職手当引当金繰入額 240,138

その他 1,185,299

物件費等 9,734,652

物件費 6,233,389

維持補修費 138,016

減価償却費 3,363,248

その他 -

その他の業務費用 508,819

支払利息 212,739

徴収不能引当金繰入額 49,076

その他 247,004

移転費用 22,555,836

補助金等 15,422,446

社会保障給付 7,098,447

他会計への繰出金 -

その他 34,943

経常収益 1,477,795

使用料及び手数料 691,994

その他 785,801

純経常行政コスト 36,593,241

臨時損失 76,328

災害復旧事業費 -

資産除売却損 76,313

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 15

臨時利益 97,599

資産売却益 97,397

その他 202

純行政コスト 36,571,970

自　令和　６年　４月　１日
至　令和　７年　３月３１日

科目
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行政コスト計算書は、行政サービス提供のために生じたコストを示す計算書です。 

発生した経常費用から、主にその行政活動に対する受益者負担である使用料及び手数料

額である経常収益を差し引き、さらに臨時損益を加味して、純行政コストが算出されます。 

 

○ 人件費 

令和６年度の人件費は、５２．７億円となっており、前年度と比較して６．２億円増

加しています。 

 

○ 物件費等 

令和６年度の物件費等は、９７．３億円となっており、前年度と比較して４．５億円

増加しています。 

物件費等のうち減価償却費には、下水道事業に係る資産の減価償却費が含まれ、令和

６年度は、３３．６億円となっており、前年度末と比較して、１．２億円増加していま

す。 

 

○ 移転費用 

令和６年度の移転費用は、２２５．６億円となっており、前年度と比較して５．４億

円増加しています。 

移転費用には、国民健康保険特別会計及び介護保険特別会計における保険給付費が含

まれるため、一般会計等と比較して額が大きくなっています。 

 

○ 経常収益 

令和６年度の経常収益は、１４．８億円となっており、前年度と比較して１．７億円

増加しています。 

 

○ 純経常行政コスト 

令和６年度の経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、３６５．９億

円となっており、前年度と比較して１４．６億円増加しています。 

 

○ 純行政コスト 

  令和６年度の純経常行政コストに臨時損益を加味した純行政コストは、３６５．７億

円で、前年度と比較して１８．４億円増加しました。 

 



- 22 - 
 

 ３ 全体純資産変動計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 64,826,736 115,658,422 △ 50,831,686

純行政コスト（△） △ 36,571,970 △ 36,571,970

財源 37,822,668 37,822,668

税収等 24,908,852 24,908,852

国県等補助金 12,913,816 12,913,816

本年度差額 1,250,697 1,250,697

固定資産等の変動（内部変動） 1,984,230 △ 1,984,230

有形固定資産等の増加 4,814,808 △ 4,814,808

有形固定資産等の減少 △ 3,466,574 3,466,574

貸付金・基金等の増加 2,094,247 △ 2,094,247

貸付金・基金等の減少 △ 1,458,251 1,458,251

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 31,860 △ 31,860

その他 7,836 - 7,836

本年度純資産変動額 1,226,673 1,952,369 △ 725,697

本年度末純資産残高 66,053,409 117,610,791 △ 51,557,382

自　　令和　６年　４月　１日

至　　令和　７年　３月３１日

科目 合計
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純資産変動計算書は、資産と負債の差額である純資産が、どういった要因で変動したの

かを要因別に示す財務書類です。 

 

○ 純行政コスト 

令和６年度の純行政コストは、３６５．７億円となっており、前年度と比較して   

１８．４億円増加しています。 

 

○ 財源 

令和６年度の財源は、３７８．２億円となっており、前年度と比較して７．３億円増

加しています。 

財源のうち税収等には、国民健康保険特別会計の保険税、介護保険特別会計及び後期

高齢者医療特別会計の保険料が含まれるため、一般会計等と比較して額が大きくなって

います。 

 

○ 固定資産等の変動 

行政コスト計算書で計上されなかった固定資産の増加・目減り分を計上しています。 

 

○ 無償所管換等 

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等を計上しています。 

なお、過年度の固定資産台帳に計上誤りがあったため、本年度において修正を行った

ものも、この項目に計上しています。 
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 ４ 全体資金収支計算書 

 

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 34,665,943

業務費用支出 11,845,574

人件費支出 4,994,834

物件費等支出 6,389,456

支払利息支出 212,739

その他の支出 248,546

移転費用支出 22,820,369

補助金等支出 15,686,979

社会保障給付支出 7,098,447

他会計への繰出支出 －

その他の支出 34,943

業務収入 38,298,317

税収等収入 24,516,759

国県等補助金収入 12,255,031

使用料及び手数料収入 739,610

その他の収入 786,917

臨時支出 70,625

災害復旧事業費支出 －

その他の支出 70,625

臨時収入 202

業務活動収支 3,561,951

【投資活動収支】

投資活動支出 6,503,385

公共施設等整備費支出 4,639,320

基金積立金支出 1,756,820

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 107,000

その他の支出 245

投資活動収入 2,488,206

国県等補助金収入 988,306

基金取崩収入 1,115,121

貸付金元金回収収入 107,233

資産売却収入 101,024

その他の収入 176,523

投資活動収支 △ 4,015,179

【財務活動収支】

財務活動支出 2,744,046

地方債償還支出 2,723,503

その他の支出 20,543

財務活動収入 3,469,900

地方債発行収入 3,469,900

その他の収入 －

財務活動収支 725,854

272,626

3,189,249

3,461,875

前年度末歳計外現金残高 250,968

本年度歳計外現金増減額 △ 6,573

本年度末歳計外現金残高 244,395

本年度末現金預金残高 3,706,270

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

自　　令和　６年　４月　１日

至　　令和　７年　３月３１日

科目 金額



- 25 - 
 

 

 

 

資金収支計算書は、収入及び支出の状況を「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つの項目に分けて示した計算書です。それぞれの項目において、支出と

収入とが記載されています。 

 

○ 業務活動収支 

令和６年度の業務活動収支は、３５．６億円の黒字となっており、前年度と比較して

黒字額が１．９億円減少しています。 

 

○ 投資活動収支 

令和６年度の投資活動収支は、４０．２億円の赤字（不足）となっており、前年度と

比較して赤字（不足）額が１．０億円増加しています。 

 

○ 財務活動収支 

令和６年度の財務活動収支は、７．３億円の黒字となっており、前年度の２．７億円

の赤字（不足）から黒字に転じています。 

 

○ 本年度資金収支額 

令和６年度の資金収支額は、２．７億円の黒字となっており、前年度の４．４億円の

赤字（不足）から黒字に転じています。 

 

○ 本年度末預金現金残高 

本年度資金収支額に、前年度末資金残高及び歳計外現金とその増減を合算した本年度
末現金預金残高は、３７．１億円となっており、前年度と比較して２．７億円増加して
います。 
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５ 全体財務書類における注記 

１ 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの 

該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの 

該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相

当の減額を行うこととしております。 

なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に

該当するものとしております。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

   貯蔵品･････先入先出法による原価法 
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⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物  ８年～５０年  

工作物 ３年～６０年  

物品  ３年～２０年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって

います。）  

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリー

ス取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

   該当なし 

② 徴収不能引当金  

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。  

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。  

③ 退職手当引当金  

退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から、既に職員に対し退職手当として支

給された額の総額を差し引いた金額を、期末自己都合要支給額から控除した額を計上して

います。 

なお、退職手当組合への加入時以降の負担金累計額から、既に支給された退職手当の総

額を差し引いた結果、差引後の金額が不足となるため、不足分を退職手当債務に加算して

計上しています。 

④ 損失補償等引当金  

該当なし 

⑤ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリー

ス料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（清須市予算決算会計規則おいて、歳計

現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等  

⑴ 会計方針の変更  

該当なし 

⑵ 表示方法の変更  

該当なし 

⑶ 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  

該当なし 

 

３ 重要な後発事象  

⑴ 主要な業務の改廃  

該当なし 

⑵ 組織・機構の大幅な変更  

該当なし 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正  

該当なし 
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⑷ 重大な災害等の発生  

該当なし 

 

４ 偶発債務  

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当なし 

⑵ 係争中の訴訟等  

該当なし 

 

５ 追加情報  

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 

下水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 

    連結の方法は次のとおりです。 

    地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）において

は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲  

財産収入として予算措置されている資産 

イ 内訳 

事業用資産 33,454 千円（ 22,567 千円） 

土地 33,454 千円（ 22,567 千円） 

令和 7年 3月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によって
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います。 

上記の（ △△△千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 




